


























(1) 国内・海外別収支 

信託報酬は、661億円となりました。資金運用収支は、国内で993億円、海外で93億円となり、相殺消

去を控除した結果、合計では1,071億円となりました。また、役務取引等収支は、国内で770億円、海外

で32億円となり、相殺消去を控除した



(2) 国内・海外別資金運用／調達の状況 

資金運用勘定の平均残高は、国内・海外合計で貸出金及び有価証券を中心に17兆4,413億円となり、

利回りは2.19％となりました。一方、資金調達勘定の平均残高は、国内・海外合計で預金を中心に17兆

1,604億円となり、利回りは0.98％となりました。 

  

① 国内 
  

 
(注) １．「国内」とは、当社(海外店を除く)及び国内連結子会社であります。 

２．平均残高は、当社については日々の残高の平均に基づいて算出しておりますが、国内連結子会社については

月末毎の残高に基づく平均残高を利用しております。 

３．平均残高及び利息は、当社と国内連結子会社を単純合算したものを表示しております。 

４．「資金運用勘定」は無利息預け金の平均残高(前中間連結会計期間173,709百万円、当中間連結会計期間

165,288百万円)を、「資金調達勘定」は金銭の信託運用見合額の平均残高(前中間連結会計期間9,597百万円、

当中間連結会計期間7,975百万円)及び利息(前中間連結会計期間８百万円、当中間連結会計期間16百万円)をそ

れぞれ控除して表示しております。 

  

種類 期別
平均残高 利息 利回り

金額(百万円) 金額(百万円) (％)

資金運用勘定







(3) 国内・海外別役務取引の状況 

役務取引等収益は、国内では信託関連業務を中心に899億円となりました。 

また、海外では49億円となり、相殺消去額58億円を控除した結果、合計では891億円となりました。

一方、役務取引等費用は、合計では66億円となりました。 

  

 
(注) １．「国内」とは、当社(海外店を除く)及び国内連結子会社であります。 

  「海外」とは、当社の海外店及び海外連結子会社であります。 

２．連結会社間の相殺消去額については、上記「相殺消去額」欄に計上しております。 

  

種類 期別

国内 海外 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

役務取引等収益

前中間連結会計期間 90,780 2,644 6,114 87,310

当中間連結会計期間 89,953 4,965 5,811 89,106

うち信託関連業務

前中間連結会計期間 58,162 0 806 57,356

当中間連結会計期間 56,575 0 612 55,963

うち預金・貸出業務

前中間連結会計期間 2,045 140 3 2,182

当中間連結会計期間 1,971 81 1 2,051

うち為替業務

前中間連結会計期間 721 4 13 712

当中間連結会計期間 682 4 13 673

うち証券関連業務

前中間連結会計期間 14,267 9�





    

② 特定取引資産・負債の内訳(末残) 

特定取引資産は、国内ではその他の特定取引資産を中心に2,119億円となりました。また、海外で



    

(5) 「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づく信託業務の状況 

「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づき信託業務を営む連結会社毎の信託財産額を合

算しております。 

  

① 信託財産の運用／受入状況(信託財産残高表) 
  

 
  

 
(注) １．上記残高表には、金銭評価の困難な信託を除いております。 
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(6) 銀行業務の状況 

① 国内・海外別預金残高の状況 

○ 預金の種類別残高(末残) 

  

 
(注) １．「国内」とは、当社(海外店を除く)及び国内連結子会社であります。 

  「海外」とは、当社の海外店及び海外連結子会社であります。 

２．連結会社間の相殺消去額については、上記「相殺消去額」欄に計上しております。 

３．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金 

４．定期性預金＝定期預金 

  

種類 期別
国内 海外 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計
前中間連結会計期間 10,757,369 681,318 25,022 11,413,665

当中間連結会計期間 10,800,436 1,127,777 23,632 11,904,581

うち流動性預金
前中間連結会計期間 2,166,531 13,435 16,714 2,163,251

当中間連結会計期間 2,099,475 108,000 13,005 2,194,470

うち定期性預金
前中間連結会計期間 8,232,393 667,871 8,307 8,891,957

当中間連結会計期間 8,414,784 1,019,751 10,627 9,423,908

うちその他



    

② 国内・海外別貸出金残高の状況 

○ 業種別貸出状況(残高・構成比) 
  

 
(注) 「国内」とは、当社(海外店を除く)及び国内連結子会社であります。 

「海外」とは、当社の海外店及び海外連結子会社であります。 

  

○ 外国政府等向け債権残高(国別) 







２．利鞘(国内業務部門)(単体) 資渠竸用蒼鴦 1.58 1.63 0.04



    

３．ROE(単体) 

  

 

 
  

前中間会計期間
(％)(A)

当中間会計期間
(％)(B)

増減(％)
(B)－(A)

信託勘定償却前業務純益ベース 
(一般貸倒引当金繰入前・ 
のれん償却前)

17.38 14.67 △2.71

信託勘定償却前業務純益ベース 
(一般貸倒引当金繰入前)

17.38 14.67 △2.71

業務純益ベース 17.37 14.50 △2.87

中間純利益ベース 15.93 7.69 △8.23











    

 
(注) １．平成18年９月30日の繰延税金資産は純額で負債となっていることから、「繰延税金資産の控除金額」の該当

はありません。なお、「繰延税金資産の算入上限額」は498,941百万円であります。 

  また、平成19年９月30日の繰延税金資産は純額で負債となっていることから、「繰延税金資産の控除金額」

の該当はありません。なお、「繰延税金資産の算入上限額」は373,646百万円であります。 

２．告示第５条第２項(旧告示第４条第２項)に掲げるもの、すなわち、ステップ・アップ金利等の特約を付すな

ど償還を行う蓋然性を有する株式等(海外特別目的会社の発行する優先出資証券を含む。)であります。 

３．告示第６条第１項第４号(旧告示第５条第１項第４号)に掲げる負債性資本調達手段で次に掲げる性質のすべ

てを有するものであります。 

(1) 無担保で、かつ、他の債務に劣��X%�.損性執るものているす�

３Д告示第６�第１項第４��)奄轣謔U蒸(旧告示第５�第１項曹ﾉ掲げるもの・ありび他４��)旧告示第５�第１�ど償vr
(�







(資産の査定) 

(参考) 

資産の査定は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」(平成1x-�$磯��

ｮ.�8* 、ー当社X,中の圭�����、当�融愷Vﾎ





４ 【経営上の重要な契約等】 

当社は、平成19年８月29日開催の当社取締役会において、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行との「吸収分割�と汀決&�,飴c+�* 陞�ｹZｨｨ8,ﾊVIwh-次8,ﾈ,h*郁Hﾅh 郁Hﾜ2ｷ ｢ � 祿 � D 陞 � ｹ Z ｨ ｨ 8 , 目 的 ｢ �
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Ⅱ 当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 324,279 530,334 471,989 1,326,602

中間連結会計期間中の変動額



Ⅲ 前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
(注) 平成18年６月の�

























 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

られるもの以外のファイ

ナンス・リース取引につ





















 
  

前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

※４．貸出金のうち、３ヵ月以上延

滞債権額は1,062百万円であり

ます。

   なお、３ヵ月以上延滞債権と

は、元本又は利息の支払が約定

支払日の翌日から３ヵ月以上遅

延している貸出金で破綻先債権

及び延滞債権に該当しないもの

であります。

※４．貸出金のうち、３ヵ月以上延

滞債権額は1,129百万円であり

ます。

   なお、３ヵ月以上延滞債権と

は、元本又は利息の支払が約定

支払日の翌日から３ヵ月以上遅

延している貸出金で破綻先債権

及び延滞債権に該当しないもの

であります。

※４．貸出金のうち、３ヵ月以上延

滞債権額は1,160百万円であり

ます。

   なお、３ヵ月以上延滞債権と

は、元本又は利息の支払が約定

支払日の翌日から３ヵ月以上遅

延している貸出金で破綻先債権

及び延滞債権に該当しないもの

であります。

※５．貸出金のうち、貸出条件緩和

債権額は102,191百万円であり

ます。

   なお、貸出条件緩和債権と

は、債務者の経営再建又は支援

を図ることを目的として、金利

の減免、利息の支払猶予、元本

の返済猶予、債権放棄その他債

務者に有利となる取決めを行っ

た貸出金で破綻先債権、延滞債

権及び３ヵ月以上延滞債権に該

当しないものであります。

※５．貸出金のうち、貸出条件緩和

債権額は38,562百万円でありま

す。

   なお、貸出条件緩和債権と

は、債務者の経営再建又は支援

を図ることを目的として、金利

の減免、利息の支払猶予、元本

の返済猶予、債権放棄その他債

務者に有利となる取決めを行っ

た貸出金で破綻先債権、延滞債





 
  

前中間連結会�
 

 













(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)



       前 中 間 �
( 自  平 成 1 8 年 ４ 月 １ 日 至  平 成 1 8 年 ９ 月 3 0 日 )

当 中 間 �
( 自 平 成 1 9 年 ４ 月 １ 日 至 平 成 1 9 年 ９ 月 3 0 日 )

前 �
( 自 平 成 1 8 年 ４ 月 １ 日 至 平 成 1 9 年 ３ 月 3 1 日 )

２ ． オ S y S 戟 [ テ ィ ン グ ・ リ ー ス 取 引 ( 借 手 側 ) ・ 未 経 過 リ ー ス 料 １ 年 内 1 0 , 5 4 8 百 万 円 １ 年 超 5 3 , 2 6 9 百 万 円 合 計 6 3 , 8 1 8 百 万 円











(金銭の信託関係) 

Ⅰ,触.�







(デリバティブ取引関係) 

Ⅰ 前中間連結会計期間末 

(1) 金利関連取引(平成18年９月30日現在) 

  

 
(注) 上記取引についど3�?｠

(1) ゅ拠ﾊ貨A取引(平成18年９月30日現在) 

 
(注) 上記取引についど3�?｠



(3) 株式関連取引(平成18年９月30日現在) 

該当事項なし。 

  

(4) 債券関連取引(平成18年９月30日現在) 

  

 
(注) 上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書に計上し時�4A評�

該当事項なし。 

 � ｿ 漂 悦 を 中 間 �

   
(注) 上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間連結損益計算書に計上し時�4A評�  

















(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)



 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

３．デリバティブ取引

の評価基準及び評価

方法

 デリバティブ取引(特定

取引目的の取引を除く)の

評価は、原則として時価法

により行っております。

同左 同左

４．固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

 有形固定資産は、定率

法を採用し、年間減価償

却費見積額を期間により

按分し計上しておりま

す。

 なお、主な耐用年数は

次のとおりであります。

建物 15年～50年

動産 ４年～15年

(1) 有形固定資産

 有形固定資産は、定率

法を採用し、年間減価償

却費見積額を期間により

按分し計上しておりま

す。

 また、主な耐用年数は

次のとおりであります。

建物 15年～50年

動産 ４年～15年

(1) 有形固定資産

 有形固定資産は、定率

法を採用しております。

 なお、主な耐用年数は

次のとおりであります。

建物 15年～50年

動産 ４年～15年

 (会計方針の変更）

 平成19年度税制改正に

伴い、平成19年４月１日

以後に取得した有形固定

資産については、改正後

の法人税法に基づく定率

法により減価償却費を計

上しております。なお、

これによる中間貸借対照

表及び中間損益計算書に

与える影響は軽微であり

ます。

 (追加情報）

 当中間会計期間より、

平成19年３月31日以前に

取得した有形固定資産に

ついては、償却可能限度

額に達した事業年度の翌

事業年度以後、残存簿価

を５年間で均等償却して

おります。なお、これに

よる中間貸借対照表及び

中間損益計算書に与える

影響は軽微であります。

(2) 無形固定資産

 無形固定資産の減価償

却は、定額法により償却

しております。なお、自

社利用のソフトウェアに

ついては、社内における

利用可能期間(主として

５年)に対応して定額法

により償却しておりま

す。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

５．繰延資産の処理方

法

 社債発行費は、支出時に

全額費用として処理してお

ります。

―――――  社債発行費は、支出時に

全額費用として処理してお

ります。





 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

ております。 

 上記以外の債権につい



 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(4) 退職給付引当金

 退職給付引当金は、従

業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末に

おいて発生していると認

められる額を計上してお

ります。ただし、年金資

産の額が退職給付債務に

未認識過去勤務債務及び

未認識数理計算上の差異

を加減した額を超過して

いる場合は、「その他資

産」に前払年金費用とし

て計上しております。ま

た、過去勤務債務及び数

理計算上の差異の費用処

理方法は以下のとおりで

あります。

過去勤務債務：その発

生時の従業員の平均

残存勤務期間内の一













中間財務諸表作成のための基本となる重

  











 
  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

 

担保資産に対応する債務

借用金

1,044,500百万円

 上記のほか、為替決済等の担

保 あ る い は 先 物 取 引 証 拠 





 
  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

――――― ※15．有価証券中の社債のうち、有

価証券の私募(金融商品取引法
価証券の私募(金融の私法









    

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

２．オペレーティング・リース取引











第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

(1) 訂正報告書
(平成14年６月27日提出の第128期有価証券報告書の訂正報告書)
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